「府立高等学校の将来像」検討専門委員会（第３回）
議事概要　
日　時　　平成24年８月15日（水）午後３時00分～５時00分
場　所　　大阪府新別館北館　さいかくホール
出席者　　（敬称略、50音順）

　　　　　浅野　良一　　（兵庫教育大学大学院　教授）
　　一色 　尚　 　（東大阪大学・東大阪大学短期大学部　学長）

　　栗山　和之　　（大阪府立高等学校長協会 代表（大阪府立大手前高等学校 校長））
　　志水　宏吉　　（大阪大学大学院　教授）
　　永井　忠孝　　（大阪府ＰＴＡ協議会　代表）
　　藤田　城光　　（大阪府立高等学校ＰＴＡ協議会　代表）
　　前田　 勉 　  （大阪府公立中学校長会 代表（高槻市立城南中学校 校長））
内　容
＜府立高校の再編整備（資料１）について事務局より説明＞
＜入学者選抜の改善（資料２－①・資料２－②について事務局より説明＞
＜意見交換＞
（「今後の府立高校の学校規模、学校数のあり方」等について）
●委員　資料１の11ページに、各都道府県教育委員会が考える「適正な学級数の範囲」が示されているが、大阪府が「６～10学級」と回答している根拠は。
○事務局　平成20年７月の学校教育審議会（以下、「学教審」）答申（「これからの大阪の教育がめざす方向について」）を踏まえて回答したもの。他府県の回答については、大阪府と同様に、審議会答申を踏まえた回答もあれば、委員会事務局としての考えで回答しているところもあると思われる。
●委員　昭和62年からの減少幅と比較すると、今般の検討対象となる生徒数の減少は小さいので、学校数の減は慎重に対応すべき。
また、学校規模に関しては、スケールメリットという話もあったが、都市部が多いという大阪の特性を活かす観点からも、大規模でにぎやかな学校があっても良い。
●委員　大規模校は活気があって良いが、宿泊などの移動を伴う学校行事を考えると、８学級が動きやすい最大規模なので、適正規模としては８学級を超えない方が良い。
また、施設運営上の観点では、生徒の多様な学習ニーズに対応した教育活動を実施するためには、展開教室など多目的に使用できる教室は必要不可欠であるため、かつてのように普通教室数を確保することはできないという話は理解できる。学校としてのキャパシティを超えた受入れについては、教育上支障があると考える。
　◇議長　生徒数が3,500人余り減るということで府立高校のダウンサイジングが求められる中、その対応としては学級数の減と学校数の減という２つの方法がある。
ただ、学校運営には、学級数によらず一定の固定経費がかかるため、検討に際しては「リソースのアロケーション（資源の分配）」という発想が必要。今般の情勢からすると、資源集中という観点から、学校数の減を検討することはやむを得ないのではないか。
　　　　　また、これは事務局への質問になるが、この場では府立高校について議論しているが、府市統合が実現した場合、大阪市立高校を含めて仕切り直しをすることになるのか。
　○事務局　高校の配置については、法律（「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」）において、都道府県が公立高校の配置及び規模の適正化に努めることになっているため、今後、府市が統合された場合でも、本委員会における検討を踏まえた考え方に基づき、対応していくことになると考えている。
　●委員　学校規模については、学教審の答申にあるとおり、「原則６～10学級」とした上で、各学校の実情に応じた柔軟な対応として、５学級にする場合も可、と考える。ただし、施設建設当時と比べてカリキュラムが変わっているため、本校でも９学級が限界。
　　　　　公私の授業料無償化施策の動向や、通学区域の撤廃、地域による生徒数推移のばらつき、府市統合など、様々な変動要因があるため、最低限の学校数の減はやむを得ないが、今後の生徒減少への対応については、主に各校の学級数を調整することで対応すべきと考える。
　●委員　学校には活気や賑わいも必要であり、他県においても、10学級規模の学校が設置されている実態がある。学校規模については、「６～10学級」を原則としたうえで、課題がある生徒が多い学校については、きめ細かな教育を展開するために５学級とするなど、柔軟に対応することによって、府立高校全体の活性化を図っていくべき。
　　　　　また、最低限の学校数の減は必要だが、志願動向に大きく影響を与える授業料の無償化施策も今後見直される可能性があるため、状況を見極めながら慎重に進めていく必要がある。
　◇議長　学校の活力を維持できる学級数の下限はどのあたりか。
　●委員　一定のボリュームがないと、クラブ活動、特に団体競技が成立しないし、ある程度の生徒数があれば、学習面での切磋琢磨が期待できる。また、学校規模が大きくなれば、教員の数も増えるため、生徒にとっては、親しみを持てる教員が増えることも期待できる。こういったことからも、最低でも５学級は必要。
●委員　「６～10学級」の幅で考えるのがベストだが、高校によっては様々な事情があることを踏まえると、５学級対応も柔軟に考えるべき。ただし、４学級規模まで許容すると、これまで進めてきた再編整備の考え方と矛盾する。
　●委員　学教審の答申（「６～10学級」）の継続性という観点は必要だが、個人的には「６～８学級程度」が妥当で10学級は大きいのではないかと思う。
　　　　　生徒数の減少への対応として、学校を減らすことを前提に話を進めるのは時期尚早。志願動向を左右する不確定要素もあるので、当面は学級数で調整するという方向が望ましい。
　　　　　また、学校運営上５学級以上が妥当との意見は理解できるが、例えば、能勢高校は小規模（２学級）だが地元は存続への強い思いがある。
　　　　　経営効率の観点だけで一律に考えるのではなく、教育的観点から、地域や学校の状況に応じて弾力的に対応することが望ましい。
　●委員　中途退学などで在籍生徒数が減った場合、学級編成はどう考えるのか。
　○事務局　学校の状況を踏まえた校長の判断により対応。
　●委員　学校数や学級数を減らすという話ばかりになっているが、通信制高校の拡充や、東京のチャレンジスクールのような新たなタイプの高校の創造など、プラス面からも再編整備を考えていくべき。
　◇議長　確かに、ただ縮小すればよいということのではなく、ダウンサイジングすることによって力を蓄えて、より府民の役に立つ学校を作っていくという視点が重要。
（学校の特色を踏まえた配置のあり方、地域の特性を踏まえた配置のあり方）
◇議長　高校改革でポイントとなるのが、その学校が持つミッションが明確かどうか、また、それを達成しているかどうかという点である。
　　　　大阪は、他県に比べると、いわゆる「しんどい」子どもたちの教育を担う学校が弱いという印象がある。
●委員　例えば工科高校において、高価な機械を購入しても、それを使いこなせる先生が異動すると活用されなくなる事例がある。部活動でも顧問の先生の異動によって同じことが起こる。高校の魅力づくりは人事と深く関係している。
◇議長　特色づくりへのアプローチとして、カリキュラムや教育課程による特色や、学校の取組みによる特色もあるが、一方で、個別の教員の持ち味や優れた指導力が学校の特色につながっている例もある。人事異動の指針のようなものはあるのか。
○事務局　基本的に４年から６年を目途に異動するというルールはあるが、校長の意見具申により、柔軟に対応している。
●委員　生徒減少への対応方策については、コスト面から検討する必要があるが、併せて専門学科等の配置のバランスも十分考慮する必要がある。
　　　また、ＰＴＡで実施したアンケートでは、学校選択に際して、地元の公立高校志向が今も根強いため、今後も公立で一定の受入枠を確保してほしい。
◇議長　専門学科の割合について、何か基準はあるのか。
○事務局　公立高校の全募集人員のうち、専門学科が占める割合は２割強で、全国的に見ると少ない方である。これまでの高校改革のうち、例えば工科高校は、生徒数の受入割合を維持しながら再編整備を実施してきた。これまでは、主に普通科高校の再編で対応してきたところ。
●委員　人と接するのは不得意であっても、ものづくりは得意だという子どももいる。子どもの特性を伸ばすように、大人がもっと進路選択を手助けすることが望ましい。同じ観点から学校の特色化についても検討してほしい。
●委員　工科高校の校長先生は、専門教科の教員を指導する必要があるため、工科高校出身者の方が望ましい。
●委員　多くの府立高校の校長先生は、地域とのつながりをキーワードに考えておられる。校長先生は、学校の環境や雰囲気づくりに努力されている。校長のビジョンを実行するのは教員であることから、人材育成が大事なポイントという意見に共感する。校長のベクトルにあわせる教員集団であれば、中学校側からみると、魅力のある学校となる。
また、通学区域が撤廃されても、地理的な条件から通学できる学校は限定されるため、現在の４学区を基本に配置を考えていただきたい。また、新たな仕組みの学校をつくるのであれば、現在の各学区に一校ずつ（計４校程度）配置してほしい。
◇議長　教育活動における特色づくりについて、学校による自己評価だけではポイントが明らかにならないので、学校の活動を評価する指標の設定が求められる。
●委員　校長のマネジメントを評価することは大事なことである。「がんばった学校支援事業」の枠組みについて、もう少し説明してほしい。また、「卓越性を活かす教育」の視点として整理されている部分に進学に関する指標がないことに違和感。「公平性を備える教育」の視点で挙げられている指標は、もっと前向きに表現できないか。
○事務局　「がんばった学校支援事業」については、教育委員会が示した評価基準に対して、前年度の成果をもとに各学校が応募するものであり、公私が切磋琢磨してさらに質の高い教育成果を生むことを目的としている。平成２３年度予算は２億円。応募した府立高校７８校のうち４９校に、私立高校１７校のうち４校に対して支援した。平成２４年度は３億円規模に増額。成果の評価基準については、掲載項目以外に、国公立大学や私立大学などの進学者数や、進学希望者に対する進学率も評価対象としている。
　　　　また、事後審査ばかりではなく、学校がこの１年間で取り組みたいことを事前審査する中期計画推進費事業（１校当たり５００万円）も実施している。
●委員　特色づくりについては、これまでどの学校でも取り組んできたが、中学校・保護者からのご指摘のように、広報の努力が足りなかった。この７月２９日に実施された大阪府公立高校進学フェアでは、約１．５万人を超える参加者があった。各学校が行っている特色づくりの取組を支援するため、恒常的な広報の支援や予算のバックアップを行ってほしい。
　　　　また、教育課程の多様化による特色づくりについては、これまでも意見が出ている学び直しの学校以外は、現在の枠組みの中で進めればよい。普通科、普通科総合選択制、総合学科の違いが伝わりにくいという指摘もあることから、これらについては考え方を整理する必要がある。
●委員　「がんばった学校支援事業」でたくさんの府立高校が応募し、採択されたことは、十分宣伝効果があるので、もっと府民に対して宣伝すべき。
●委員　２年程前、東京都のチャレンジスクールについて聞いたことがある。授業時間は３０分で基礎的な内容をしっかりと教え込んでいるらしい。
◇議長　先般の改革で新たに設けた学校は、この機会に整理し、今後の方向性を検討する必要がある。不足している部分については、他県の例を参考にすればよい。地域バランスの検討は、通学区域撤廃後も、現在の４つの通学区域を前提にしてほしい、という意見が出された。
（府立高校の再編整備の進め方について）
●委員　資料１のP.19に志願状況の分布があるが、0.50～1.82倍の間で幅広く分布している。高校入試では、できるだけ不合格者を出さないという趣旨で、志願倍率が1.00～1.05倍ぐらいの間におさまるように進路指導が行われているのではないのか。
志願動向ばかりに着目すると、志願倍率の低い学校は人気のない学校だから閉校してもよい、ということになり、人気投票で高校の再編整備を進めることにつながりかねない。
○事務局　これまでの志願倍率はほぼ１．１～１．２倍の間におさまっていたが、近年は、経済動向の変化や高校の授業料無償化施策の影響を受け、志願倍率に大きな広がりがみられる。
●委員　ここ数年、志願倍率は二極化していく印象。高槻市では、地域の公立高校を育てるといった意識が強いため、できるだけ志願割れが起こらないよう、中学校間で情報を共有化するため連絡を取り合っている。しかし、私立高校の授業料無償化の拡大による影響は、中学校で対応できる範囲を超えている。
●委員　いくつもの変動要素があるため、学校数の整理は最小限に抑えるべき。志願動向だけで判断するのではなく、たとえ生徒数が少なくてもその学校の役割をしっかりと果たしていれば、積極的に評価するべき。
◇議長　ここまでの議論をまとめると、学校数については、不確定要素もあることから弾力的な運用が可能となるように最小限の削減にとどめ、学級数については、「６～８学級」を基本としながら、場合によっては学校の実情を踏まえて１０学級や５学級といった柔軟な運用を行う、というご意見だったように思う。また、学校の特色について、整理する必要があり各学校の役割・使命をしっかりと果たせているかどうかという観点で評価すべき。地域バランスについては、現在の通学区域のように一定範囲の地域やエリアを意識しながら進めることが望ましい。
（公平でわかりやすい入学者選抜の改善について）
●委員　府立高校において「入れる学校」から「入りたい学校」、「入って良かった学校」をめざす取組みが進められる中、中学校では不本意入学をなくそうとする進路指導を行っている。
平成25年度選抜からの制度変更について、心配していることを何点か申し上げたい。
ひとつは日程に関すること。公立前期選抜の合格発表時点で、私立専願の生徒を含め、約７割の生徒の進路が決定する。その後の学習指導への影響が懸念されるため、後期選抜まで生徒のモチベーションを維持できるかが課題となる。
　　　次に学力検査に関すること。前期選抜の学力検査がすべて「３教科（国語・数学・英語）」になることを受けて、塾では、より「３教科」重視にシフトする傾向があると聞く。このような中、後期選抜（「５教科（国語・数学・英語・理科・社会）」型入試）を敬遠する生徒が増え、志願割れとなる学校が増加するのではないかと懸念している。
続いて私立入試との関連。これまでは、私立の合否結果を踏まえて公立前期の進路懇談を行うことができたが、私立の合格発表から公立前期出願までの日程が短縮されたため、場合によっては、私立の合否結果が分からない状態で進路懇談をすることになる。
　　　なお、今般の選抜制度の変更は、当面の課題への対応であるとのこと。この後も、さまざまな課題に関わって、選抜制度の検討が行われることになると思うが、中学校教育に与える影響には十分配慮いただくよう、要望しておきたい。
●委員　親の立場からすると、高校選択のポイントとしては、入試の難易度ではなく、その高校を卒業する時点で、どのような力が身についているか、どのような進路が望めるか、ということが重要。
●委員　２月の前期選抜を終えると７割の生徒の進路が決まることについて、中学校の学習指導上心配であるとのご意見があったが、後期選抜まで生徒がモチベーションを維持できるかと心配する声は、高校の校長からも聞こえてくる。しかし、実施結果を待たないと何とも言えない。また、他府県の選抜日程と比較すると、大阪は最も遅い方だが、他府県の中学校が落ち着かなくて困っているという話は聞かない。他府県の日程等の状況を示して欲しい。
　　　さらに、選抜の枠組みについては、前後期を一本化した上で、不合格者のセーフティネットとして、二次募集の機会を充実させればよいと考えている高校の校長も多い。将来的にはこういう観点からも選抜制度の改善について検討すべきではないか。
●委員　中学校では「学びからの逃避」が課題。目標に向かって粘り強くがんばる生徒は少なくなっている。
◇議長　中学校の要望については、教育委員会事務局でしっかりと受け止めていただき、併せて、今般の選抜制度改善については、より一層周知に努めていただきたい。
